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倫　理
公認会計士が持つべき職業倫理に関し、日本
公認会計士協会が定める倫理規則はもちろん、
国際的な倫理規程の動向等の情報をお届けし
ます。企業の会計不祥事に公認会計士がどのよ
うに対応していくかについて、ご参考ください。

法務・その他
企業統合や事業再生、株主総会の傾向と対策
など、企業にかかわる法律問題について専門
家が解説する「企業法務」コーナーのほか、会
社法や関係法令改正等に伴う重要な情報をお
届けします。

税　務
税務の現場における疑問点をQ&A形式で解決
する「租税相談Q&A」コーナーのほか、税務
業務に役立つ情報を特集等でお届けします。

監　査
監査業務に不可欠な情報を、特集や解説でお
伝えします。日本の監査動向だけでなく、国際
的な動向もチェックすることができます。

会　計
国内、海外の企業会計基準等について、企業
会計基準委員会担当者等による詳細な解説を
掲載。複雑な新制度の内容理解を助けます。
また、毎年、新しい実務対応に追われる３月決
算期には、実務ポイントをまとめた特集をお届
けします。

日本公認会計士協会（ＪＩＣＰＡ）の責任編集

企業の会計・監査実務担当者 必携の書

※ 目次は見本のため一部変更になる場合があります。

定価毎号1,700円（本体1,574円＋税）×部数＋送料別途
年間（12冊）購読料20,400円（税込・送料サービス）

経　営
企業経営の手法や、最新のMCS業務等につい
て、実務家が詳しく解説します。知っておくと役
立つ情報をお届けします。

機関

非営利・公会計
近年、重要性を増してきている非営利法人等
の監査・会計実務についてお届けします。
制度作りに携わった方にご出席いただく座談会
では、課題の本質が見えてきます。
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